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1は じめに
連 日報道 され る企業不祥事 には、私たち研究者だけではなく、消費者や従業員、
取引先や顧客などの企業 に関わ り合いのある全ての者が、怒 りを通 り越 して呆れて
いることであろ う。 このよ うな状態に、企業不祥事がまるで必要悪であるかの ごと
く、あきらめを感 じることす らある。そ して、皮肉にも経済の規模が大きくな り、
私たちの生活に利便性な どをもた らす比率や量が多 くなればなるほ ど、企業不祥事
による影響 も大きくなっているのである。
企業不祥事が発生すると、必ずコーポ レー ト・ガバナンスが語 られる。コ._._ポレー
ト・ガバナンスの必要性が各方面で語 られるのは決 して悪いことではなく、私のよ
うにコーポレー ト・ガバナンスを研究す る者にとっては歓迎するところである。だ
が、その拡大は、コーポ レー ト・ガバナンスの概念に収敏をもた らすものではな く、
む しろその逆の現象 となっていることが危惧 され るのである。
前稿(小 島大徳 「市民社会による企業統治一利害関係者から市民社会へ一」『国際経
営論集』第33号,神奈川大学経営学部,2007年a33-52頁.)1において、コーポ レー ト・
ガバナンスにおける市民社会 との関わ りを検討 し、主に以下の2つ を明 らかに した。
それは、(1)企業が企業不祥事な どを起 こし多大 な影響 を与 え、かつそれが企業の
利害関係者にとって対処できない事態が起 こった場合、市民社会による 「抵抗権」
を認めるとともに、それに基づいて 「改革権」を有す る必要性 と理論的根拠、(2)
従来の企業を取 り巻 く利害関係者 とい う考え方では、もはや正確に経営環境 を捉 え
ることができず、市民社会 とい う概念を用いる必要があること、である。




と利害関係者および市民社会 との関係 を客観的に考察することが必要 となる。そ し
て、この考察によ り、今まで数々の学説が対立 していた コーポレー ト・ガバナンス
にひそむ根本的な理論を明らかに したい。
本稿の流れ をあ らか じめ簡単に概観す るな らば、まず、コーポ レー ト・ガバナン
ス研究を行っている主な学問領域である経営学、法学、経済学、財政学のコーポレー
ト・ガバナ ンスに対する見方 と、それぞれの限界について述べる。そ して、それ ら
の学問領域を包括する社会システムとい う概念を提示する。それにより、コーポレー
ト・ガバナ ンスの研究を行 う上で避けては通れない支配 と所有の関係性 を明らかに
し、コーポレー ト・ガバナンスの枠組みを解明す る。
2コ ーポ レー ト・ガバナンスと関連学問分野の役割
2.1コ ーポ レー ト・ガバナンスの射程
コーポ レー ト・ガバナ ンスは様々な学説があ り、いまだ定まった定義や枠組みな
どが存在 しない2。その理 由は、コーポ レー ト・ガバナンスの主体 と客体、手段や
正当性が定まっていない ことにあるともいえる。 なかで も、正当性については、誰
もが口を喋んできた。なぜならば、コーポ レー ト・ガバナンスの役割が、経営学だ
けではなく、法学や経済学、財政学など様々な学問分野か ら研究がなされているこ
とにも起因す る。誤解 を恐れずに概観す るな らば、まず、経営学は図1の ①のよう
に、企業 と利害関係者 を中心に捕 らえようとする。また、法学は②の範囲のように、
企業 との関わ りな どを法的規律 と社会に視点を設定す る。そ して、経済学は③のよ
うに、企業 と経済の関わ りのなかから捕 らえている。 さらに、財政学は④のように、
競争力の視点から取 り組みを行 っている。
このよ うに、様々な視点か ら企業に対 してコーポレー ト・ガバナンスのアプロー
チを行 っている。今 日のコーポ レ..._ト・ガバナンスを議論す る上で、これ らのすべ
てが大切 な視点であるともいえるが、逆をい うならば、それぞれが単独でアプロー
チを行 っていて もコーポレー ト・ガバナンス構築に関して最大の効果 を得 ることが
できない ともいえる。 ここにコーポ レー ト・ガバナンス問題を取 り扱 う難 しさがあ
る。そのため、 これ らの学際的なコーポ レー ト・ガバナンスに関す る学問分野に共




そ こで、前稿において提示 した市民社会 とい う概念を取 り入れてコーポ レー ト・
ガバナンスを捉 えてい く必要がある。私は、この市民社会によるコーポ レー ト・ガ
バナンスへのアプローチによ り、 これ ら①か ら④のすべてのe囲 をまかな うことが
できると考えている。
仮に、現在のような個別的にそれぞれの研究分野がコーポレー ト・ガバナンスの
解決に当たろ うとす るな らば、重要な企業経営活動 を行 うべき根拠を示 していない
か ら、企業経営に関わる特に負の部分に対処す ることができなくなるのである。 さ
らにい うならば、企業経営が正の循環にある場合は、誰 も不利益を得ることがない。
問題は、負の連鎖が始まった ときである。つま り、負の部分があらわになった とき
に、今 の概念のままでは、企業経営を適切 に導 く方策 を有 していない とい うことな
のである。
図1コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンス と経 営学 ・法学 ・経済 学 ・財政学
経 営 学
〔利害関係者〕
経済学 ③ 企業 ② 法学






この市民社会によるコーポ レー ト・ガバナ ンス論 に立脚す ると、 コーポ レー ト・
ガバナンスと密接に関わ り合いを有する理論を正当化す ることができる。その理論
とは、企業の社会的責任論や企業倫理論などである。詳 しくは、次稿以降において


















図2は 、企業の社会的責任の視点か ら論 じると理解 しやすい。企業が社会的責任
を果たそ うとす る場合に、コーポ レー ト・ガバナンスは、企業不祥事への対処 と企
業競争力の強化 を目的 としているため、企業の社会的責任 とい う関係性は直接的で
はない。仮に、企業が競争力を強化 しようと、戦略的に社会的責任を果たそ うとす
る場合でも、企業 に利害関係者に対す る真摯な態度がなければ、長期的に結果 を残
す ことができないのはい うまで もない。そ うであるか らこそ、経営者 自身の内心的
意思を中心 とした企業倫理を確立す ることな しに、企業の社会的責任は達成できな
い と考えるべきであろ う。
このように考 えると、コーポレー ト・ガバナンス と企業倫理、企業の社会的責任
は、やは り図2の よ うな関係性で捉えるのが妥 当であろ う。
2.3市 民社会 によるコーポ レー ト・ガバナンス
ここで、市民社会によるコーポ レ._._.ト・ガバナンス論の概要を説明する。 これを
簡潔 にまとめるな らば、企業を中心 とした市民 との契約関係 を中心に、市民が企業
に対 して抵抗権お よび改革権な どを保有 し実行す ることが可能 となる理論 とい うこ
とができる。 これ を 「市民社会 による企業統治に関す る理論(市 民統治)」と名づ
けている。 この市民統治は、市民が企業に対 して、間接的に 自由と人権を最大限に
保障 し、企業活動による経済的受益を受けることを保障す るものである。企業活動
を行 うことを許 しているのは、こうした市民の企業 との契約があるからなのである。
この理論の基礎 となるのは、ジ ョン ・ロック(JohnLocke,1632-1704)の社会契
約論である。社会契約論では、権力制限 と自由保障が理論化 された。 この理論は、
「人は最初、社会の成立以前の 『自然状態』において 自然権 を有 していたが、その
自然権 をよ りよく保証す るために契約 によ り社会を形成 し、政府 を設立 して権力を
信託す る3」と説明する。そ して、「政府の設立 と権力の信託は自然権の保証が 目的
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であるか ら、政府は人々の もつ 自然権を侵害す ることは許 されず、侵害 した場合 に
は、抵抗権あるいは革命が正当化 される4」とす るのである5。
3コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンス と社 会 システ ム
3.1コ ーポ レー ト・ガバナンス ・システム
前稿 において企業経営機構内にも三権分立の思想を企業内でも作 り上げたことに
ついて論 じたが、市民が政府に求めたものがも う1つ あった。それは、人権の保障
である。 これこそが、今 日の企業活動 において忘れ去 られている問題 なのである。
っま り、企業 と人権 とは、あま りリンクさせて語 られることがなかった。加 えて、
企業活動の諸分野や企業経営に対する法令規則で人権の保障についての視点が欠け
ているか ら、企業不祥事や非倫理的行為が起こるといえよう。
今 日の社会システムは、各国ごとの企業をも含 めた市民社会における規律だ と考
えて もらえばよい。そこには、文化や慣習、法制度 なども含 まれ る。そ して、この
社会システムは、企業を中心に経営を考えるな らば、企業経営がグローバルに展開
するなか、他の社会システムに及ぶ ことがある。また、現代においては、他の社会
システムと重な り合いを持つ ことが多い。企業はある社会システムに軸足を置 きつ
っ、自己の社会システム内、あるいは他の社会システムに及ぶ ことがあり、む しろ、
それが求められていると考 えられる。そ して、社会 システム内に収まらない企業経
営活動は、企業不祥事や反社会的行動 とい うことができよ う。 ここか らは、企業シ
ステムを構築する前に、またはその最 中に、社会システムも構築 してい くプロセス
を要求 しているともいえる。
3.2コ ーポ レー ト ・ガバナンスと社会システム
コーポレー ト・ガバナンスは、社会システム と一緒に考えなければな らない問題
である。以下では図3に よってこれ らの問題 を論 じてい く。企業は正常な経営活動
を行っている限 り、aお よびbの ベク トル を示すことになる。aは 、同 じ社会シス
テムを持つ国や地域内を指 し示 し、bは 、異なる社会 システムを持つ国や地域内を
指 し示めしてい る。社会システムAを 日本 と仮定 し、 日本 に本拠地を置 く企業を中
心に考えるならば、社会システムBは 、他の国 とい うことになる。また、社会 シス
テムAを アジアと仮定す ると、アジアで企業経営活動を中心的に行 う企業を考える
な らば、社会システムBは 、 ヨーロッパやアメ リカなどとなることになる。 これ ら
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の社会システムは、あくまで企業を中心に考えるものであ り、そこでの企業の規模
や文化、あるいは慣習や企業法制度などか ら範囲が決 められることになる。
それでは、cは 、いかなる企業経営活動なのであろ うか。cは 、いわゆる企業不
祥事であると考 える。そ して、 ここでは、企業の法令遵守が破 られたことを示す。
そ うだとす るならば、法令遵守の定義が定まることになる。法令遵守(コ ンプライ
アンス)と は、国や地域の文化や慣習および企業法制度を守 らない企業経営活動で
あるといえよう。法令遵守(コ ンプライアンス)経 営 とは、企業でその法令遵守 を
守る体制を構築す ることであ り、法令遵守 と明確に分ける必要があると考 えられ よ
う。
図3コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンス と社 会 システ ム
(出所)筆 者作成。
3.3コ ーポレー ト・ガバナンスの体系
ここで、コーポ レー ト・ガバナンスの全体像に迫 ることにする。 コーポレー ト・
ガバナンスといった場合 には、おもに企業内部の改革を指すか、または企業 と利害
関係者 との間の関係を構築す ることに主眼がおかれてきた向きがある。 しか し、私
がこれまで見てきた論を用いるな らば、図4の ように表 され ることになる。 これを
具体的に説明することにす る。
まず、狭義の コーポレー ト・ガバナンスは、さまざまな論者が論 じているような
企業経営機構改革を指す。また、広義のコーポレー ト・ガバナンスは、企業 と利害
関係者間の利害調整を行 うことを指す。 ここでい う企業経営機構改革、お よび企業
と利害関係者間については、後で詳 しく述べることにす る。そ して、本稿 でもっと
も強調 したいのは、最広義のコーポ レー ト・ガバナ ンスである社会 システム全体 と





は異論がないであろ う。 しか し、私は、これ らの視点を重視 して企業経営を行 うべ
きであるとい うロジックを構成 しない。っま り、 これ らの要素を中心に企業経営活
動をおこな う社会システムを構築 し、企業にコーポレー ト・ガバナンス構築を迫 り
圧力 をかけてい くことが必要であると考 えられる6。
図4コ ーポ レー ト ・ガバナ ンス の体 系
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(出所)小 島大徳[2004a]135頁.
4コ ーポ レー ト・ガバナ ンスと企業所有者論の基礎
4.1コ ーポ レー ト・ガバナンスと所有 ・支配の概念
法学者や経済学者 を中心に、会社の所有者は株主であるとの考えが浸透 している。
しか し、経営学者は、企業は社会のなかで存在 しているのであり、社会的存在であ
るとの考え方が多数をしめている。 この2つ の異なる立揚は、所有 とい う概念のと
らえ方に曖昧 さがあるか ら、今なお 「会社は誰の ものか」 とい う議論が起こってい
ると考えられ る。会社は株主のものであるとい う説 による所有 とい う概念は、一時
的かっ主観的な側面からしか、会社 と株主の関係 を表 していない。私は、数十年来
存続 してきた会社 に、昨 日や今 日株主 となったか らといって、その株主をその会社
の所有者であるとい う勇気はない。会社は、長 らく様々な社会的な恩恵な どを受け
て育ってきた社会的な存在であることはい うまでもない。社会整備 され安心 して経
営活動 を行 える状態にあるのは、いつの時代 も先人の努力の結晶(具 体的には税金
の分配や教育システムなど)で あるともいえる。存続す る会社はこれ らの要素が重
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な り合って存在するのであるから、昨 日や今 日に株主になっただけで、その会社の
所有者であるとの考えは、落ち着 きのないものになる。適切な例示 にな らないかも
しれないが、親子の関係において親が成人 した子 どものことを親の所有者 とはいわ
ないであろう。
やは り大 きく考えれば会社は社会のものであ り、少々固くい うな らば会社 は広 く
利害関係者を包摂 した市民社会のものといえるであろ う。また、今後は、この論理
によって企業 とい うものを捉えてい く必要がある。これを裏付ける研究成果は、経
営学の世界で多様だが着実に蓄積 されている。私のこの考 え方 も、それ らの研究成
果に決 して矛盾するものではない。
4.2支 配と所有の概念の確立
図5は 、前稿および本稿の前半において論 じてきた市民社会によるコーポレー ト・
ガバナ ンス論か ら導き出 される支配 と所有の概念 を図式化 した ものである。支配 と
所有の関係は、①直接的所有、②狭義の支配、③社会的所有、④広義の支配、の4
つに段階的に広がってい く関係 と捉える。まず、①直接的所有は、過半数の株式を
有する株主な どが該 当し、直接的に企業経営を左右する意思表示 を行 う法的権利 を
有する者である。 また、②狭義の支配は、① に加 えて、過半数には至 らないが企業
経営における影響力 を多少な りとも与えることができる株主や重要な債権者 などが
該当し、緩やかではあるが企業経営に直接的に意見表明などを行 う法的権利 を有す
る者である。 さらに、③社会的所有は、① と②に加 えて、消費者や地域住民、地球
環境などが該当 し、法的権利を有 してはいないが、今 日の企業経営で重要な利害関
係者 として位置づけられ無視できない者である。 なお、これはいわゆる企業の社会
公器論の範囲となる。そ して、④広義の支配は、① と② と③に加えて、企業経営に
全 く関係 のない市民や社会が該当 し、全 く企業経営に無関心お よび関与 しないが、






図5で 重要な事項は、(1)今までのコーポ レー ト・ガバナ ンス論は、① と②お よ
び③の範囲でしか論 じられず、④広義の支配で加わる市民社会までをコーポ レー ト・
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ガバナンス論の範囲 として加 える必要があること、(2)今までは① と②の範囲で企
業経営に強い影響力 を行使すると考え られていたが、① と② よりも、それを除いた
③ と④ の範囲の方が利害関係者 が多いことは容易に想像がつ くし、それ らを中心に
これか らのコーポレー ト・ガバナンス論を検討する必要があること、の2つ である。











有者 は株主であるとい うのだろ うか。そ して、それでもなお、企業の所有者 は株主
であるといわなければな らないのであろ うか。




らの権利 は、事実上会社 を支配および所有 しているのに等 しいか ら、 「会社 は株主
の ものである」 との見解がでて くるのである。 しか し、株主は、自身の興味のある
ことだけに与え られた権利 を行使す るのであろうし、株主は主に財産的興味に対 し
て権利行使 を行っているのであろ う。そ うだとすれば、企業が影響力を与えている
その他大勢の利害関係者の代表に株主がなれ るはずがない。逆の立場で、株主以外
の利害関係者が企業に影響力を行使 しようとしても、法的に権利が与えられていな
いのであるか ら、その立場は相対的に弱いものになるのは火 を見るよりも明 らかで
ある。
法学者 は、会社の株主 とい う地位が譲渡により他人に渡っても引き継ぎが行われ
るか ら、所有者であるとしても問題 はない とい う。 しか し、ここには、大きな問題
がある。それは、(1)会社 の成長による規模 の拡大によ り株主の性質 も変化す るこ
と、(2)現代では、 さまざまな 目的か ら会社の株主になることがあ り、株主の個性
を無視 していること、の2つ である。後者 に関 しては、法律的に考えれば、会社の
株主の個性 を無視す ることにより、(自由譲渡の原則、間接有限責任の原則など)会
社の発達がなされたのであるか ら、株主の個性を無視す ることは当然であるとの反
論があろ う。だが、株主の個性 を無視することを前提 とした上での 「会社は誰のも
のか」 とい う議論は、成 り立たなくなる。 なぜならば、法は株主有限責任 の原則な




「企業は社会の公器」 とい う曖昧な一言で解決 しよ うとし、それですべてを明 らか
に しているよ うな態度 を取っていることにある。企業が社会の公器であるとしても、
社会 とはなにか、っま り社会の主体は どこにあ り、その主体は どのような役割 など
を果た さなければならないのかを明 らかにする必要があった。
社会のなかで株主などの利害関係者は、それぞれに独立かつ協調 を基調 とした所
有関係にあるとい うことである。それぞれの役割は、今 日までに培われてきた。 さ
て、今後は、会社 を取 り巻 く利害関係者の権利 について制度設計を行い、社会 シス
テムを構築 してい くことが必要 となるのである。
ところで、2006年5月から会社法が施行 された。 この会社法は、経営の自由度 を
大幅に認める内容 となっている。 しか し、経営学分野か らの反応は鈍い。 この会社
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法 は、今 日まで さまざまに議論が行われてきたコーポ レー ト・ガバナンス構築に関
して、会社法が経営者支配をある程度認 めて しまったと評価 されて も仕方がない内
容 となっている。会社法によって認 められた経営の自由度 と経営者支配に関す る事
項 をま とめると、多様化す る支配および所有の概念が細部では揺れてお り、時代に
よって左右するものであることを示 している。 しか し、これがコーポ レー ト・ガバ




任 をとり辞 した り、徹底的な組織変革 に乗 り出したかとい うと、そ こには疑問が残
る。そこで、外部の利害関係者および社会によ り企業経営者 を変えることができる
システム、つま り企業組織を根本的に改造および解散できるシステムが必要であろ
う。このようにい うと、過激な論調だ と思われるかもしれない。 しかし、コーポ レー
ト・ガバナンスに入 り込んでいる思想であるガバメン ト、つま り国の統治機構でさ
え、三権の長 を市民が間接的にせよ直接的にせ よ選択できる権利が認め られている。
企業は株主が経営者を選任お よび解任す ることになっているが、企業経営のフィー
ル ドが一般社会である限 り、社会 システムの中でこれ らの問題 を解決 し、新 しい制
度 を構築 してい くしかない。
法的および企業内の自主制度によりコーポ レー ト・ガバナンスを制度的に確立 し
ようとする際に、チェック&バ ランスが強調 されることがある。だが、ここにも重
要な視点の欠落が生 じている といわざるを得 ない。それは、それぞれが一定の要件
を満た した ときに辞めさせる権利 を有 しているからこそ、チェック&バ ランスが働
くのである。今では、社長が役員(取 締役や監査役)を 選任す ることにより、社長
に対 してチェックができない といわれているが、む しろ逆で、いつ首を切 られるか
わか らないか らチェックが働かないのだ との、些細ではあるが重要な認識の定着が
必要であるよ うに思 う。
5コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンス の基 礎理 論
5.1コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンスの範囲
図3で は、企業 と社会 システ ムの関わ りについて考察 した。 それで は、 ここで こ
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れ らが どの よ うな コー ポ レー ト ・ガバナ ンスの範 囲を画 定す るか について論 じるこ
とにす る。
図6に よる と、最広義 の コーポ レー ト ・ガバナ ンスは、社 会 システ ムAやBを も
含 んだ社会 システム全体 を範 囲 とす る。また、広義 の コーポ レー ト・ガバ ナンスは、
社会 システ ムAだ け とい うよ うに、単体の社会 システム を範 囲 とす る。そ して、狭
義 の コーポ レー ト ・ガバ ナ ンスは、企業経営活動 をその範 囲 とす る。
これ らの コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンスの範 囲は、以 下の図6に 対応 して、 図4を 基
に して、図7の よ うに具体 的な企 業経営機構 、利害 関係者 、情報 開示 ・透 明性 につ
いて範 囲 を決 める ことができ るが、それ につい ては後述す る として、まず は コー ポ
レー ト ・ガバナ ンスの体系 につ いて論 じる ことにす る。
図6社 会システムにおけるコーポレー ト・ガバナンスの範囲









コーポ レー ト ・ガバナ ンス
ー ト ・ガバナ ンス
(出所)筆 者作成。
5.2コ ーポ レー ト・ガバナンスの体系
コーポレー ト・ガバナンスの体系が、図4の ように表 されるように、3つ の部か
ら構成 され ることは、 しば しば指摘 してきた8。具体的には、コーポ レー ト・ガバ
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者 と取締役会の間で どのよ うな説明責任 と指揮監督が行われているか、な どのシス
テムを構築す ることである9。また、利害関係者 については、企業 と利害関係者 と
権利や義務についてのシステムを構築す る必要があz1・。企業が大規模化 し、 さま
ざまな時代において特徴 ある事件が利害関係者 との間で起 こっている。 これ らをシ
ステムとして、企業にどのよ うにアプ ローチさせ るかが最も重要 となる。 これにつ
いては後述する。




図7で 明 らかに してい るよ うに、「企業経営機構」 の改革に関する事項 を狭義の
コーポ レー ト・ガバナンスとし、3部 全体で広義のコーポ レー ト・ガバナンスとし
たのである12。
図7コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンスの範 囲2
狭義の
コーポ レー ト ・ガバ ナンス
広義の
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(出所)小 島大徳[2004a]135頁.を基 に作 成 。
5.3コ ーポ レー ト ・ガバナ ンスの体系 と範 囲
図7と 図6を 重 ね合 わせ る と、まず、図7の 狭義 の コーポ レー ト ・ガバ ナ ンスの
部 分(企 業経営機構)と 、 図6の 狭義 の コー ポ レー ト ・ガバナ ンスの部分(企 業)
とは重 な り合 う。 また 、図7の 広義 の コーポ レー ト ・ガバナ ンスの部 分(企 業経営
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機構、情報開示 ・透 明性、利害 関係者)と 、 図6の 広 義 の コ,.ポレー ト ・ガバナ ン
ス の部 分(社 会 システムA)と は重 な り合 う。 図6の 最広義 の コー ポ レー ト ・ガバ
ナ ンスの部分 は、図7に は存在 しない。 この図6の 最広 義の コー ポ レー ト ・ガバ ナ
ンスの部分 は、市民社 会 として位 置づ け られ るこ とにな る。 そ して 、図5で い うな
らば④広義 の支 配 であ る。 さらには、前稿 で もっ とも強調 した利 害 関係者(広 義の
コーポ レー ト・ガバナ ンス)か ら市 民社 会(最 広義 のコーポ レー ト・ガバナンス)と
もい える。
様 々な定義や範 囲、そ して 内容 な どが論 じられてい るコー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス
で あ るが、本稿 で明 らか に した よ うに、 この図6と 図7を 基 に して 、今後 の コーポ
レー ト ・ガバ ナ ンス論 の解 決 を図ってい くこ とを強 く強調 したい。 そ して、今後 の
コー ポ レー ト ・ガバナ ンス論 の発 展 に期待す る ところで ある。
6お わ りに
本稿では、主 として、企業を監視お よび監督 を行 うとい う色が強かったように感
じると思 うが、私の真意はそこにない。私は、コーポ レー ト・ガバナンスを 「所有
と経営が分離 した企業において、経営者 が企業不祥事(コ ンプライアンス経営)と
企業競争力の強化 とを目的 としながら、企業に関す る利害関係者の利害調整を同時
に達成 しよ うとす る企業構造を構築す ること13」としている。本稿 で論 じた社会シ
ステムとコーポ レー ト・ガバナンスとは、第1義 的に企業不祥事の防止を主な対象
としつつ も、こうしたシステムを敷いたルールの上で、公平かつ平等、そ して健全
な企業経営 を行 うことを提言 しているのである。
経営学は誕生か ら約100年しか経っていない若い学問である。そのなかの一分野
として確立 しつつあるコーポ レー ト・ガバナンスにあっては、約20年しか歴史を有
しない。まだまだ解明 しなければいけない問題が山積 しているよ うに強 く感 じる。
また、最近では、実証的研究が花盛 りである。そこでは、何かの命題 を得るため
に、多 くの実証データを用いて、そこか ら裏付けられ る事実を真理 とする。 もちろ
ん、このような研究も必要であり、今後 とも中心において研究を重ねてい く必要が
ある。 しかし、それ とともに、論理的な体系の構築 をもおろそかにしてはならない







2私 の コー ポ レー ト ・ガ バ ナ ン ス の定 義や 枠 組 み につ て は 、 それ ぞ れ 小 島大 徳[2004aユi頁、
小 島 大徳[2004a]135頁で 明 らか に して い る。
3高橋 和 之[2005]19頁
4高橋 和 之[2005]19頁
5これ につ い て は、小 島大徳[2007a]を参照 の こ と。
6私は 、企 業経 営 の性 善説 ・性 悪 説 とい う議 論 に参加 す るっ も りは ない。 だ が 、企 業経 営 活
動 は 自由で あ るか らこそ 、規 制 は最 小 限 に収 め るべ きで あ る との論 には少 々違 和感 を覚 え る
の で あ る。
7会社 法 に は、 株 主 が 会社 の所 有 者 で あ る との法 的根 拠 は 、 会社 法 上 に表 され て い ない 。 っ
ま り、周 知 の こ とで はあ るが再 確認 してお く と、 法律 的 に も何 ら明確 に企 業 の所 有者 は株 主
で あ る との記 載 はな いの で あ る。
8コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンスの3部 構 成 につ いて は 、小 島大徳[2004a]で明確 に示 してい る。
9詳 しくは、小 島大徳[2002b]を参 照 の こ と。
1。詳 し くは、 小 島 大徳[2006a]を参 照 の こ と。 な お、 ここで は、企 業 の主 要 な利 害 関係 者 を機
関投 資 家 と して位 置 づ けて い る。 もち ろん 企 業が す べ て の利 害 関係 者 に気 を配 るの が、 理想
的 に形 で は あ る。 だ が 、企 業 経 営 は営 利 性 を第1の 社 会 的職 分 と して い る以 上 、 可能 な限 り
利 害 関係 者 を配 慮 した経 営 とな るの は致 し方 な い とい え よ う。
11詳しくは、小 島 大徳[2005e]を参照 の こ と。
i2小島大 徳[2006e]
13小島大徳[2004a]i頁.
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